
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 10,755 10,055 700 414

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

平成26年度 兵庫県猪名川町

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

奨学金特別会計 7 5 2 - (株)いながわフレッシュパーク

27,363 兵庫県町土地開発公社 9 175

0 174 35

一般会計等（純計） 10,762 10,060 702 414 7,363

実質赤字額

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

-

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

国民健康保険特別会計 3,372 3,118 254 254 155

後期高齢者医療保険特別会計 607 595 12 12

介護保険特別会計 1,981 1,902 79 79 276

農業共済特別会計 27 15 12 12 10

313

下水道事業会計 1,089 1,207 ▲ 118 184

法適用企業水道事業会計 706 799 ▲ 93 298 7 669 7

268 5,834 2,375 法適用企業

公営企業会計等 839

連結実質赤字額

65,003 2,382 -

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

8,198 1,315猪名川流域広域ごみ処理施設組合 2,915 2,852 63 62

兵庫県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 4,005 3,884 121 121 165

丹波少年自然の家事務組合 217 201 16 16 182 3

兵庫県後期高齢者医療広域連合（特別会計） 665,317 642,459 22,858 22,858 8,586

兵庫県市町村職員退職手当組合 16,951 15,098 1,853 1,853

兵庫県町議会議員公務災害補償組合 17 16 1 1 8

兵庫県市町交通災害共済組合 125 124 1 1

8,380 1,318一部事務組合等 24,912

地方公社・第三セクター等

平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比

元利償還金 843,437 806,082 713,484 12.9 将来負担額

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比

13.8 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 7,171,060 7,095,336 7,363,131 132.7

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 48,853 21,876 765,050

- - - -

公営企業債の元利償還金
に対する繰入金 236,574 235,507 249,852 4.5 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 2,744,750 2,552,045 2,382,117 42.9 国営土地改良事業に係るもの準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - -

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 94 613 408 0.0 設立法人等の負債額等負担見込額 6,964 6,012

- - - 地方公務員等共済組合に係るもの - -

- - -

組合等が起こした地方債の元利
償還金に対する負担金等 188,983 188,955 188,955 3.4 退職手当負担見込額 -

1,649,239 1,484,969 1,318,161 23.8 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

1,231,157 1,152,699

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

-

一時借入金の利子 - - - - 連結実質赤字額 - - -

5,208 0.1 依頼土地の買い戻しに係るもの - - -

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの - - - - 充当可能
財源等

11,620,866 11,160,238 11,833,667 引き受けた債務の履行に係るもの -

- - - -

内訳 平成24年度 平成25年度 平成26年度 分母比 (Ｅ)

組合等連結実質赤字額負担見込額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 1,269,088

48,853 21,876 765,050 13.8

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

充当可能基金 6,104,676 6,297,157 6,024,296 108.6 その他上記に準ずるもの

- - -

水道事業会計 15,585 10,728 6,672 0.1

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

2,729,165 2,541,317 2,375,445 42.8

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 基準財政需要額算入見込額 

809,983 924,342 891,131 16.1

企業債等
繰入見込額

下水道事業会計

10,987,363 10,913,420 10,690,453 192.7

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - その他の会計 -

- - -社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(Ｆ) 17,902,022 18,134,919 17,605,880

- - - -

その他上記に準ずるもの 94 613 408 0.0 健全化判断比率

- - -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -
公社・

三セク等

地方道路公社に係る将来負担額

20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 6,964 6,012 5,208 0.1

- -

利子補給に係るもの - - - - 実質赤字比率 - 14.19

平成26年度 早期健全化基準 財政再生基準 土地開発公社に係る将来負担額 - -

実質公債費比率 1.7 25.0 35.0

算入公債費等の額 (Ｄ) 1,030,422 1,033,307 1,051,179

連結実質赤字比率 - 19.19 30.00

標準財政規模 (Ｃ) 6,680,850 6,656,124 6,599,024

特定財源の額 (Ｂ)

350.0

(Ｃ)－(Ｄ) 5,650,428 5,622,817 5,547,845

86,502 74,033 75,556

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 2.7 2.2 0.5

(3ヵ年平均) 3.5 2.9 1.7

将来負担比率 -
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